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貸　借　対　照　表 
第　32　期（令和５年３月31日現在）

（単位：円）
資　　産　　の　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額
＜資　産　の　部＞ ＜負　債　の　部＞

流　動　資　産 409,981,187 流　動　負　債 50,444,660
現 金 ・ 預 金 307,637,320 未 払 金 22,079,813
受 取 手 形 3,901,700 未払代理店手数料 16,365,048
売 掛 金 93,934,061 未 払 法 人 税 等 586,500
貯 蔵 品 219,583 未 払 消 費 税 等 2,082,700
前 払 費 用 3,746,003 預 り 金 730,649
仮 払 金 542,520 賞 与 引 当 金 8,599,950

固　定　資　産 183,628,293 固　定　負　債 52,580,333
有形固定資産 117,858,031 預 り 保 証 金 700,000
建 物 44,824,924 退 職 給 付 引 当 金 42,925,750
建 物 付 属 設 備 8,789,337 役員退職慰労引当金 8,954,583
構 築 物 14,994,133
機 械 ・ 装 置 46,294,504
工 具 器 具 備 品 345,834 負　 債　 合　 計 103,024,993
車 両 運 搬 具 2,609,299 ＜純　資　産　の　部＞

株　主　資　本 490,584,487
無形固定資産 2,496,000 資 本 金 98,000,000
電 話 加 入 権 2,496,000 資 本 剰 余 金 302,000,000

資 本 準 備 金 302,000,000
　投資その他の資産 63,274,262
投 資 有 価 証 券 2,783,861 利　益　剰　余　金 90,584,487
差 入 保 証 金 36,261,800 利 益 準 備 金 7,200,000
その他の投資等 3,610,874 別 途 積 立 金 19,500,000
繰 延 税 金 資 産 20,617,727 繰 越 利 益 剰 余 金 63,884,487

純　資　産　合　計 490,584,487
資　 産　 合　 計 593,609,480 負債及び純資産合計 593,609,480

chika
ハイライト表示
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損　益　計　算　書
第32期（自　令和４年４月１日

至　令和５年３月31日）
（単位：円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売　　上　　高
放送事業収入 446,456,344 446,456,344

売　上　原　価
放 送 事 業 費 230,868,997 230,868,997

売 上 総 利 益 215,587,347

販売費及び一般管理費 225,543,322

営　業　損　失 （9,955,975）

営　業　外　収　益
受取利息・配当金 184,977

雑　　収　　入 2,612,183 2,797,160

経　常　損　失 （7,158,815）

特　別　損　失
固定資産除却損 12

雑　　損　　失 8,041,078 8,041,090

税引前当期純損失 （15,199,905）

法人税、住民税及び事業税 623,760

法 人 税 等 調 整 額 6,599,967

当 期 純 損 失 （22,423,632）

― 9 ―

株主資本等変動計算書
（自　令和４年４月１日
至　令和５年３月31日）

（単位：円）
株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 98,000,000 302,000,000 7,200,000 19,500,000 86,308,119 113,008,119 513,008,119 513,008,119

当 期 変 動 額

当期純損益金 △ 22,423,632 △ 22,423,632 △ 22,423,632 △ 22,423,632

当期変動額合計 △ 22,423,632 △ 22,423,632 △ 22,423,632 △ 22,423,632

当 期 末 残 高 98,000,000 302,000,000 7,200,000 19,500,000 63,884,487 90,584,487 490,584,487 490,584,487
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個別注記表

＜重要な会計方針＞
１．有価証券の評価基準および評価方法
その他有価証券
　時価のあるもの　　�期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　時価のないもの　　移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品　　　　　　�最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

平成19年３月31日以前に取得した資産は旧定額法
平成19年４月１日以降に取得した資産は定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）　　定額法

４．引当金の計上方法
（１）賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、会社所定の計算方法による支給見
込額のうち当事業年度負担額を計上しております。

（２）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見
込額に基づき、必要と認められる額を計上しております。

（３）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末支給額の
必要と認められる額を計上しております。

５．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。
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＜株主資本等変動計算書に関する注記＞
１．発行済株式の種類及び総数に関する注記

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 4,000株 ― ― 4,000株


